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比例の関係を見つけ，それを用いてグラフ

をかくことができた。 

5．．授授業業後後のの考考察察 
分析を終えての考察を，成果と課題に分けて

述べる。 
＜＜成成果果＞＞ 
生徒の「わかる」につなげる教師の手立てを複

数行ったことで，次の３つが得られた。 
① 生徒は，既習の比例のグラフを応用させて

かく必要性に気づくことができた。これは，

生徒自身がかいた２つのグラフから，問題

解決に必要な情報を読み取る活動を行った

ためである。  
② 生徒は，グラフを用いた解決のしかたを確

認でき，グラフへの表し方もわかった。問

題解決のための合意形成を丁寧に行ったた

めである。 
③ 生徒は，数学的に表現・処理するために単

純化・理想化された数量の関係をだいたい

読み取れることに気づくことができた。こ

れは，グラフで表す活動を行ったからであ

る。 
 
これらのことから，定義したわかる授業の，

「日常の事象や既習事項を関連付けながら，数

量や図形のさまざまな関係や特徴を捉えること」

の部分は達成できたといえる。 
 
＜＜課課題題＞＞ 
① 77％もの生徒がかけたグラフが，自力解決

ではなく全体共有の間に完成された可能性

があるため，グラフがきちんとかけていな

いまま問題解決に移ってしまった可能性が

ある。 
② 得られた結果を，現実の世界に戻したとき

の妥当性を考えることができていないため，

数学のよさに気づかせることができたかど

うかは不安が残る。 
③ １時間のみの実践であったため，生徒がわ

かったことの積み重ねまで見取ることがで

きなかった。 

④ 授業動画を観ると，筆者自身が聞き取れな
いほど非常に早口で，生徒が処理する情報

量が多すぎたため，生徒がわかるための負

担になってしまった。 
 
これらのことから，定義したわかる授業の，

「数学のよさに納得することができる」の部分

は，達成することができなかったといえる。 

6．．ままととめめとと今今後後のの展展望望 
本研究の目的は，文部科学省で提唱されていた

「わかる授業」の意味の解釈をし，中学校数学科

の問題解決型授業で実践することによる生徒の

学びを検証することであった。分析と考察を踏

まえた結論としては，日常の事象や既習事項が

関連付くことで，生徒たちは「わかった」と思え，

新たな知識，考え方として獲得することができ

る。生徒の実態把握はもとより，教師の十二分な

教材研究，教材開発，教具の有効的な活用，授業

形態の工夫などによって，生徒の「わかった」と

いう心理的な経験につなげることができる。今

回の研究で得られたことを，今後の研究や教育

現場での実践に生かしていきたい。 
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科学技術に関連した社会的諸問題を導入した 
理科授業実践および記述分析による評価 
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1．． 研研究究のの背背景景おおよよびび目目的的 
理科を通したシティズンシップ教育として，

科 学 技 術 に 関 連 し た 社 会 的 諸 問 題

（Socioscientific Issues：SSI）が注目されている。

SSI とは，科学に関連している文脈に埋め込まれ

た道徳と密接に関係をしている現代社会におけ

る諸問題について意思決定を行わせることを試

みるものであり，複雑で，オープン・エンドで議

論を引き起こすジレンマを抱えるものである

（山田・内海，2021）。SSI の教授が目指す市民

像は，共同社会において民主主義的な解決を促

進するシティズンシップ教育が目指す「高潔な

市民」と「批判的な市民」に内包されるものであ

り，その導入によって民主社会の形成に寄与す

ることが期待されている（山田・内海，2021）。 
我が国でも，SSI に関する研究が行われてきた。

坂本ら（2016）は，SSI に対する学習者の思考に

関する評価フレームワークの研究動向のレビュ

ーにより，評価の観点として「思考」と「形式」

を取り出した。山田・内海（2021）は，シティズ

ンシップ教育の視座から，SSI を扱った科学教育

について検討し，理科の授業に SSI を導入する

ことにより，科学技術が関連した諸問題につい

て，情報を精査し，アーギュメンテーションを通

して思慮深い意思決定ができる市民の育成が期

待できることを示している。石川（2021）は，ト

ランスディシプリナリー教育を展開するために

必要とされる理科教育の学習内容の検討を行っ

た。鎌田（2023）は，ザイドラー（Zeidler，D.L.）
の所論に着目して意義の検討を行った。SSI を授

業に取り入れた実践的な研究として，野添・磯﨑

（2012）の研究がある。この研究では，SSI を授

業に取り入れたことで，獲得した知識を別の文

脈で活用して考える力の育成効果が認められる

ことを明らかにしている。以上のように，いくつ

かの研究が認められるものの，実践的な知見が

不足している現状にある。特に，SSI はシティズ

ンシップ教育の一形態であり，学習の実態を適

切に把握するためには，理科に限定されない視

野をもって検討する必要がある。そこで本研究

では，SSI の題材として「4 パーミル・イニシア

チブ」（詳細は後述）を導入した授業を中学校理

科において実践し，SSI に対する生徒の関与の実

態を明らかにすることを目指す。 
本研究の目的は，中学校理科において SSI を

導入した授業を実践し，生徒の判断の推移とそ

の背景を事例的に明らかにすることにある。こ

の目的に迫るため，以下の 2 つの問いを設定し

た。RQ1 は，RQ2 を検討するための前提となる

問いである。 
RQ1：「4 パーミル・イニシアチブ」を題材と

した授業は，SSI を導入した理科授業として成り

立つのか？ 
RQ2：「4 パーミル・イニシアチブ」を題材と

した授業において，SSI に対して生徒はどのよう

に関与するのか？ 

2．． 研研究究のの方方法法 
2-1．．授授業業のの概概要要 
本研究では， 2024 年 9 月に山梨県内の公立中

学校で第 3 学年 40 名を対象に授業を実践した。 
授業では，SSI として山梨県における「4 パー

ミル・イニシアチブ」を取り上げた。「4 パーミ

ル・イニシアチブ」とは，土の中の炭素を年間

0.4％（4 パーミル）増やすことができれば，人類

が大気中に排出している二酸化炭素の増加分を

土の中に閉じ込めることができるという考え方

に基づく国際的な取組である（山梨県，2023）。
山梨県では，果樹生産が盛んであることから，果

樹剪定枝を炭化して土壌に投入する方法を推進
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している。これまで，果樹生産者は草生栽培やた

い肥，果樹剪定枝チップなどで土づくりのため

に有機物を土壌に貯留していた。果樹剪定枝を

炭化することで，より長期間にわたって炭素を

土に貯留することができるため，新たな取組と

して推進している。国内では，山梨県が初めてこ

の取組に参画したため，授業に SSI として導入

することにした。 
授業では，生徒が農家であると仮定し，「4 パ

ーミル・イニシアチブ」の取組に参加するか否か

の判断を求めた。生徒に「あなたが農家なら，○

○農園は 4 パーミル・イニシアチブの取り組み

に参加しますか」と問い，「参加する」「分からな

い」「参加しない」からの選択とその理由の記述

をワークシートに求めた。以降，選択肢を「参加」

「保留」「不参加」と表記する。 
授業は 2時間で構成された。1時間目には，「4

パーミル・イニシアチブ」について山梨県が公開

している動画視聴を含めて紹介し，その後，上記

した問いに対する判断を求めた（以降，「事前」

と表記）。続けて，生徒が各自の端末で取組の詳

細を探索する活動を行い，授業の終わりに再度

問いに対する判断を求めた（以降，「事中」と表

記）。2 時間目には，1 時間目に探索した情報や

個人の判断や理由を共有したり議論したりする

活動を行った。その際，初めに班で活動を行った

後，教室内を自由に移動し，議論する時間を設け

た。以上の活動の後，問いに対する最終的な判断

を求めた（以降，「事後」と表記）。授業の終わり

には，2時間分の授業に対する振り返りを記入す

る時間を設けた。なお，生徒の判断が方向づけら

れることを避けるために，2時間を通じて教師に

よる介入は最小限に留めた。 

2-2．．分分析析のの対対象象おおよよびび方方法法 
分析では，ワークシートの記述のうち，事前，

事中，事後それぞれの時点における選択と理由

の記述を用いた。その際，2時間の授業ともに出

席した 35名分を扱った。 
分析は次のように進めた。1点目に，RQ1を検

討するために人数集計を行った。初めに，事前，

事中，事後の時点ごとに参加，保留，不参加の人

数を集計した。次に，個人の判断の推移が分かる

よう，判断のパターンを設定して人数の集計を

行った。その後，ワークシートに記述された理由

の分析を行った。理由に記述された内容から帰

納的にカテゴリーを作成した。 
2点目に，RQ2を検討するために，まず，記述

ごとにどのカテゴリーに注目しているかを整理

し，集計を行った。その後，カテゴリーの出現を

判断の推移と対応させて検討を行った。次に，生

徒別に事前，事中，事後の時点におけるカテゴリ

ーの出現の推移を検討した。 
次章の「結果および考察」では，RQごとに見

出しを立てて結果を説明する。 

3．． 結結果果おおよよびび考考察察 
3-1．．RQ1のの検検討討 
表 1に，事前，事中，事後における判断の推移

の集計結果を示す。この表では，生徒ごとに各時

点における判断を集計し，事前を起点として判

断の推移が分かるように示している。例えば，事

前の時点で参加を選択した生徒のうち，事中の

時点で継続して参加を選択した生徒は何名いた

表 人数の推移

事前 事中 事後 人数 

参加【21】 

参加【16】 

参加【6】 4 

保留【15】 6 

不参加【14】 2 

保留【13】 

参加 2 

保留 3 

不参加 4 

保留【10】 

参加 
保留 1 

不参加 3 

保留 
保留 1 

不参加 2 

不参加【6】 
保留 2 

不参加 1 

不参加【4】 

保留 保留 1 

不参加 
保留 1 

不参加 2 

合計 35 
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のか，あるいはそれ以外を選択した生徒が何名

いたのか，という集計の仕方である。表中の【 】

内の数字は，各時点での参加，保留，不参加を選

択した生徒の人数の合計を示している。例えば，

事前の時点で参加と判断した生徒は 21名，保留

は 10名，不参加は 4名であった。 
以上の集計によって明らかになったことは，

本実践は，生徒の判断の違いを生じさせるもの

であったこと，また，判断の揺らぎを生じさせる

ものであったこと，の 2 点である。判断の違い

については，各時点で参加，保留，不参加の人数

に偏りが見られなかったことから言える。例え

ば，事前の時点では参加が 21名，保留が 10名，

不参加が 4名であった。事中，事後も含め，各時

点でいずれか一つの選択肢に偏ることはなく，

どの選択肢も選択される結果となった。 
判断の揺らぎについては，各時点で判断の人

数に違いが見られること，生徒ごとに特定の選

択をするのではなく，時点ごとに異なる選択肢

を選ぶ傾向にあったことから言える。事前，事中，

事後で判断が一貫していた生徒は 7 人であり，

28 人の生徒が事前から事中，または事中から事

後，またはその両方で判断が変化していた。例え

ば，参加を選択した生徒は事前の時点で 21名い

たが，事中で継続して参加を選択した生徒は 12
名，保留に移行した生徒は 9 名であった。さら

に，事前，事中の時点で継続して参加を選択した

12 名も，事後の時点では 6 名が保留，2 名が不

参加を選択した。以上の例は限られたものであ

るが，他の場合にも同様の傾向があることは，表

1が示す通りである。以上の結果から，本実践は，

生徒の判断の違いと揺らぎを生じさせるもので

あったと言える。SSIは，ジレンマを包含するこ

とから，「4 パーミル・イニシアチブ」を題材と

した授業は，SSIを導入した授業として成り立っ

たと判断した。 
次に，生徒の記述から作成されたカテゴリー

とその内容，記述例を表 2 に示す。生徒が記述

した内容から帰納的にカテゴリーを作成した結

果，「取組のハードル」「利益」「炭素貯留の仕組」

「取組による波及効果・影響」「効果検証に関す

る情報発信」の 5 つのカテゴリーが得られた。

「炭素貯留の仕組」という理科に関わる内容が

抽出された。また，「取組による波及効果・影響」

のカテゴリーにも理科に関わる記述が一部含ま

れていた。このことから，生徒は本実践において

判断を行う際に理科に関わる視点をもって判断

していたと言える。以上の結果から，「4 パーミ

ル・イニシアチブ」を題材とした授業が SSI を
導入した理科授業として成り立ったと判断した。 

3-2．．RQ2のの検検討討 
図 1に，事前，事中，事後の各時点における判

断ごとの合計人数を取り出して作成したグラフ

を示す。事中-事後間において人数の増減が顕著

であった。事中-事後間で参加が 10人減少し，不

参加が 8人増加する傾向にあった。事中-事後間

では，他者との情報交換を行う活動を行ったこ

表 作成されたカテゴリーの内容と記述例

カテゴリー 内容 記述例

取組のハードル
活動に取り組むことが容易である

か，困難であるのかに言及した記述

環境に少しでも貢献したいから。取り組みはあまり難しいものではなく，い

そがしくてもできそうだったから。

利益
自己や農園の利益，収入やコスト，

農園のアピールに言及した記述

取り組むコストも安く，従来の作業と変わらず，取り組みへ転換できる。実

現可能かは，分からないが，コストがかからない以上，努力をしてみたい。

炭素貯留の仕組
炭素貯留の仕組および二酸化炭素

の排出に言及した記述
二酸化炭素増加を抑制したい。

取組による

波及効果・影響

取組を通じて生じる他の効果や影

響に言及した記述

4 パーミル・イニシアチブに二酸化炭素を排出するだけでなく，災害に強か

ったり，土壌がよくなったりと，自分の農園にとってのメリットもあるから。

地球温暖化の観点からはまだ分からない。でも，それ以外にもやる理由があ

る。

効果検証に関する

情報発信

取組の効果に関する情報の有無に

言及した記述

まだこの取り組みをしたことで本当に効果があるのかの実証ができていな

いらしいのでちゃんと効果がでたことが証明されてからこの取り組みに参

加したらいいなと思う。あと自分がしている農業に合っているかどうか分か

らない…。 
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している。これまで，果樹生産者は草生栽培やた

い肥，果樹剪定枝チップなどで土づくりのため

に有機物を土壌に貯留していた。果樹剪定枝を

炭化することで，より長期間にわたって炭素を

土に貯留することができるため，新たな取組と

して推進している。国内では，山梨県が初めてこ

の取組に参画したため，授業に SSI として導入

することにした。 
授業では，生徒が農家であると仮定し，「4 パ

ーミル・イニシアチブ」の取組に参加するか否か

の判断を求めた。生徒に「あなたが農家なら，○

○農園は 4 パーミル・イニシアチブの取り組み

に参加しますか」と問い，「参加する」「分からな

い」「参加しない」からの選択とその理由の記述

をワークシートに求めた。以降，選択肢を「参加」

「保留」「不参加」と表記する。 
授業は 2時間で構成された。1時間目には，「4

パーミル・イニシアチブ」について山梨県が公開

している動画視聴を含めて紹介し，その後，上記

した問いに対する判断を求めた（以降，「事前」

と表記）。続けて，生徒が各自の端末で取組の詳

細を探索する活動を行い，授業の終わりに再度

問いに対する判断を求めた（以降，「事中」と表

記）。2 時間目には，1 時間目に探索した情報や

個人の判断や理由を共有したり議論したりする

活動を行った。その際，初めに班で活動を行った

後，教室内を自由に移動し，議論する時間を設け

た。以上の活動の後，問いに対する最終的な判断

を求めた（以降，「事後」と表記）。授業の終わり

には，2時間分の授業に対する振り返りを記入す

る時間を設けた。なお，生徒の判断が方向づけら

れることを避けるために，2時間を通じて教師に

よる介入は最小限に留めた。 

2-2．．分分析析のの対対象象おおよよびび方方法法 
分析では，ワークシートの記述のうち，事前，

事中，事後それぞれの時点における選択と理由

の記述を用いた。その際，2時間の授業ともに出

席した 35名分を扱った。 
分析は次のように進めた。1点目に，RQ1を検

討するために人数集計を行った。初めに，事前，

事中，事後の時点ごとに参加，保留，不参加の人

数を集計した。次に，個人の判断の推移が分かる

よう，判断のパターンを設定して人数の集計を

行った。その後，ワークシートに記述された理由

の分析を行った。理由に記述された内容から帰

納的にカテゴリーを作成した。 
2点目に，RQ2を検討するために，まず，記述

ごとにどのカテゴリーに注目しているかを整理

し，集計を行った。その後，カテゴリーの出現を

判断の推移と対応させて検討を行った。次に，生

徒別に事前，事中，事後の時点におけるカテゴリ

ーの出現の推移を検討した。 
次章の「結果および考察」では，RQごとに見

出しを立てて結果を説明する。 

3．． 結結果果おおよよびび考考察察 
3-1．．RQ1のの検検討討 
表 1に，事前，事中，事後における判断の推移

の集計結果を示す。この表では，生徒ごとに各時

点における判断を集計し，事前を起点として判

断の推移が分かるように示している。例えば，事

前の時点で参加を選択した生徒のうち，事中の

時点で継続して参加を選択した生徒は何名いた

表 人数の推移

事前 事中 事後 人数 

参加【21】 

参加【16】 

参加【6】 4 

保留【15】 6 

不参加【14】 2 

保留【13】 

参加 2 

保留 3 

不参加 4 

保留【10】 

参加 
保留 1 

不参加 3 

保留 
保留 1 

不参加 2 

不参加【6】 
保留 2 

不参加 1 

不参加【4】 

保留 保留 1 

不参加 
保留 1 

不参加 2 

合計 35 
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のか，あるいはそれ以外を選択した生徒が何名

いたのか，という集計の仕方である。表中の【 】

内の数字は，各時点での参加，保留，不参加を選

択した生徒の人数の合計を示している。例えば，

事前の時点で参加と判断した生徒は 21名，保留

は 10名，不参加は 4名であった。 
以上の集計によって明らかになったことは，

本実践は，生徒の判断の違いを生じさせるもの

であったこと，また，判断の揺らぎを生じさせる

ものであったこと，の 2 点である。判断の違い

については，各時点で参加，保留，不参加の人数

に偏りが見られなかったことから言える。例え

ば，事前の時点では参加が 21名，保留が 10名，

不参加が 4名であった。事中，事後も含め，各時

点でいずれか一つの選択肢に偏ることはなく，

どの選択肢も選択される結果となった。 
判断の揺らぎについては，各時点で判断の人

数に違いが見られること，生徒ごとに特定の選

択をするのではなく，時点ごとに異なる選択肢

を選ぶ傾向にあったことから言える。事前，事中，

事後で判断が一貫していた生徒は 7 人であり，

28 人の生徒が事前から事中，または事中から事

後，またはその両方で判断が変化していた。例え

ば，参加を選択した生徒は事前の時点で 21名い

たが，事中で継続して参加を選択した生徒は 12
名，保留に移行した生徒は 9 名であった。さら

に，事前，事中の時点で継続して参加を選択した

12 名も，事後の時点では 6 名が保留，2 名が不

参加を選択した。以上の例は限られたものであ

るが，他の場合にも同様の傾向があることは，表

1が示す通りである。以上の結果から，本実践は，

生徒の判断の違いと揺らぎを生じさせるもので

あったと言える。SSIは，ジレンマを包含するこ

とから，「4 パーミル・イニシアチブ」を題材と

した授業は，SSIを導入した授業として成り立っ

たと判断した。 
次に，生徒の記述から作成されたカテゴリー

とその内容，記述例を表 2 に示す。生徒が記述

した内容から帰納的にカテゴリーを作成した結

果，「取組のハードル」「利益」「炭素貯留の仕組」

「取組による波及効果・影響」「効果検証に関す

る情報発信」の 5 つのカテゴリーが得られた。

「炭素貯留の仕組」という理科に関わる内容が

抽出された。また，「取組による波及効果・影響」

のカテゴリーにも理科に関わる記述が一部含ま

れていた。このことから，生徒は本実践において

判断を行う際に理科に関わる視点をもって判断

していたと言える。以上の結果から，「4 パーミ

ル・イニシアチブ」を題材とした授業が SSI を
導入した理科授業として成り立ったと判断した。 

3-2．．RQ2のの検検討討 
図 1に，事前，事中，事後の各時点における判

断ごとの合計人数を取り出して作成したグラフ

を示す。事中-事後間において人数の増減が顕著

であった。事中-事後間で参加が 10人減少し，不

参加が 8人増加する傾向にあった。事中-事後間

では，他者との情報交換を行う活動を行ったこ

表 作成されたカテゴリーの内容と記述例

カテゴリー 内容 記述例

取組のハードル
活動に取り組むことが容易である

か，困難であるのかに言及した記述

環境に少しでも貢献したいから。取り組みはあまり難しいものではなく，い

そがしくてもできそうだったから。

利益
自己や農園の利益，収入やコスト，

農園のアピールに言及した記述

取り組むコストも安く，従来の作業と変わらず，取り組みへ転換できる。実

現可能かは，分からないが，コストがかからない以上，努力をしてみたい。

炭素貯留の仕組
炭素貯留の仕組および二酸化炭素

の排出に言及した記述
二酸化炭素増加を抑制したい。

取組による

波及効果・影響

取組を通じて生じる他の効果や影

響に言及した記述

4 パーミル・イニシアチブに二酸化炭素を排出するだけでなく，災害に強か

ったり，土壌がよくなったりと，自分の農園にとってのメリットもあるから。

地球温暖化の観点からはまだ分からない。でも，それ以外にもやる理由があ

る。

効果検証に関する

情報発信

取組の効果に関する情報の有無に

言及した記述

まだこの取り組みをしたことで本当に効果があるのかの実証ができていな

いらしいのでちゃんと効果がでたことが証明されてからこの取り組みに参

加したらいいなと思う。あと自分がしている農業に合っているかどうか分か

らない…。 
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とから，他者との情報交換が判断に影響を与え

たものと考えらえる。 
表3に，各時点のカテゴリーの出現数を示す。

特徴的であったのは，「炭素貯留の仕組」のカテ

ゴリーである。事前の時点では 10個，事中では

12個，事後では 24個と事後に増加の傾向が顕著

であった。また，「効果検証に関する情報発信」

のカテゴリーについても，事前の時点では1個，

事中では 7個，事後では 15個と継続的な増加が

認められたものの，事後に最大となる傾向がみ

られた。以上の結果から，生徒は「炭素貯留の仕

組」や「効果検証に関する情報発信」に注目する

ことを要因として最終的に保留や不参加と判断

したと考えられる。 
次に，生徒ごとにカテゴリーの出現の推移を

検討した。表 4に，事前，事中，事後の各時点で

の一人当たりのカテゴリーの個数を算出した結

果を示す。一人当たりの個数は各時点でのカテ

ゴリーの総数と生徒数から算出した。一人当た

りのカテゴリーの個数は，事前の時点で 1.4 個，

事中の時点では 1.6個，事後の時点では 2.3個と

事後に多くなる傾向にあった。しかし，数名の生

徒の記述の影響により事後に一人当たりの個数

が増加した可能性があると考えられるため，個

数ごとの人数の集計を行った。その結果を表5に
示す。事前の時点では，22 人の生徒が 1個のカ

テゴリーの内容について理由を記述していた。

複数のカテゴリーについて記述していた生徒は

13 人であった。事後では 4 個のカテゴリーに注

目して記述していた生徒が 4人，3個のカテゴリ

ーに注目して記述していた生徒が13人であった。

時点を追うごとに，カテゴリー数の増加が認め

られる。このことから，事前の段階では判断の際

の視点は限定されていたが，事前-事中間の探索

や，事中-事後間の情報交換を通じて，多数の視

点から判断を下すようになったと考えられる。 
以上のことを踏まえると，RQ2 に対する結論

として，生徒は事前の段階では限定された視点

に基づき関与する傾向にあったが，探索や情報

交換という学習活動を通じて多数の視点に基づ

き関与するに至ったと結論づけることができる。

また，その視点には教師の介入がなくても理科

授業に関する視点が含まれていた。 

4．． 結結論論 
本研究では，中学校理科において「4パーミル・

イニシアチブ」を導入した授業を実践し，この

SSIに対する生徒の関与について検討した。生徒

の判断の推移を集計した結果，生徒の判断には

違いと揺らぎが確認された。また，生徒の理由か

ら帰納的にカテゴリーを作成した結果，「取組の

ハードル」「利益」「炭素貯留の仕組」「取組によ

る波及効果・影響」「効果検証に関する情報発信」

の 5つが作成された。「炭素貯留の仕組」という

 

図 各時点における判断ごとの合計人数

 
表 各時点のカテゴリーの出現数

 
事前 事中 事後 

合計 
小計 小計 小計 

取組のハードル 16 7 8 31 
利益 17 19 23 59 

炭素貯留の仕組 10 12 24 46 
取組による波及効果・影響 5 11 10 26 
効果検証に関する情報発信 1 7 15 23 

 
表 一人当たりのカテゴリーの個数

 事前 事中 事後 

総数 49 56 80 

一人当たりの個数 1.4 1.6 2.3 

 
表 カテゴリーの個数ごとの人数

カテゴリーの個数 事前 事中 事後 
1個 22 18 11 
2個 12 13 7 
3個 1 4 13 
4個 0 0 4 
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理科に関するカテゴリーが作成された。また，

「取組による波及効果・影響」のカテゴリーに一

部理科に関わる内容が含まれていた。以上のこ

とから，「4 パーミル・イニシアチブ」を題材と

した授業が SSI を導入した理科授業として成り

立ったと結論づけた。 
また，本実践においては，最終的に「保留」や

「不参加」と判断する生徒が多い傾向にあった。

その要因として「炭素貯留の仕組」や「効果検証

に関する情報発信」に注目するようになったこ

とが考えられる。生徒ごとにカテゴリー数を集

計した結果，時点を追うごとにカテゴリー数は

増加する傾向にあった。生徒の判断は，事前の時

点では視点が限定されていたが，探索や情報交

換を通じて多数の視点を基に判断を下すように

なったと考えられる。 
生徒の判断には違いや揺らぎが見られたこと

は，生徒にとって，一つの事例に対しても個々の

価値観の相違や不安定さがあるということを経

験する機会になったと考えられる。また，質の異

なる 5 つのカテゴリーが作成されたことは，生

徒にとって，学級という一つの集団の中でも視

点の持ち方は一つではないことを理解したり，

多様な視点をもつ契機となったりしたことを示

唆する。生徒ごとの理由の記述には，事後におい

て一人あたりのカテゴリーの個数が最大となっ

ていたことから，時点を追うごとに多数の視点

をもって判断を行っていたことを確認すること

ができた。 
最後に，今後の課題を示す。1 点目に，本実践

では教師による介入を最小限に留めた。とりわ

け，生徒の判断を方向付けるような働きかけは

行わなかった。生徒たちの多くは最終的には不

参加と表明したり，判断を保留したりする傾向

にあったが，その判断が妥当であるのかどうか

について，今後検討していく必要がある。その際

に考えられるのは，直接的に判断を方向付ける

のではなく，新たな視点を提示することである。

本分析によって導出されたのは 5 つのカテゴリ

ーであったが，この 5 つに限定されない視点を

提示することが授業改善の方向性として考えら

れる。この点が 2 点目の課題である。加えて，本

研究では，カテゴリーの質の検討には至ってい

ない。各カテゴリーの内容の妥当性を問うこと

を，3 点目の課題とする。以上 3 点が，本研究に

よって導出された今後の課題である。 
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とから，他者との情報交換が判断に影響を与え

たものと考えらえる。 
表3に，各時点のカテゴリーの出現数を示す。

特徴的であったのは，「炭素貯留の仕組」のカテ

ゴリーである。事前の時点では 10個，事中では

12個，事後では 24個と事後に増加の傾向が顕著

であった。また，「効果検証に関する情報発信」

のカテゴリーについても，事前の時点では1個，

事中では 7個，事後では 15個と継続的な増加が

認められたものの，事後に最大となる傾向がみ

られた。以上の結果から，生徒は「炭素貯留の仕

組」や「効果検証に関する情報発信」に注目する

ことを要因として最終的に保留や不参加と判断

したと考えられる。 
次に，生徒ごとにカテゴリーの出現の推移を

検討した。表 4に，事前，事中，事後の各時点で

の一人当たりのカテゴリーの個数を算出した結

果を示す。一人当たりの個数は各時点でのカテ

ゴリーの総数と生徒数から算出した。一人当た

りのカテゴリーの個数は，事前の時点で 1.4 個，

事中の時点では 1.6個，事後の時点では 2.3個と

事後に多くなる傾向にあった。しかし，数名の生

徒の記述の影響により事後に一人当たりの個数

が増加した可能性があると考えられるため，個

数ごとの人数の集計を行った。その結果を表5に
示す。事前の時点では，22 人の生徒が 1個のカ

テゴリーの内容について理由を記述していた。

複数のカテゴリーについて記述していた生徒は

13 人であった。事後では 4 個のカテゴリーに注

目して記述していた生徒が 4人，3個のカテゴリ

ーに注目して記述していた生徒が13人であった。

時点を追うごとに，カテゴリー数の増加が認め

られる。このことから，事前の段階では判断の際

の視点は限定されていたが，事前-事中間の探索

や，事中-事後間の情報交換を通じて，多数の視

点から判断を下すようになったと考えられる。 
以上のことを踏まえると，RQ2 に対する結論

として，生徒は事前の段階では限定された視点

に基づき関与する傾向にあったが，探索や情報

交換という学習活動を通じて多数の視点に基づ

き関与するに至ったと結論づけることができる。

また，その視点には教師の介入がなくても理科

授業に関する視点が含まれていた。 

4．． 結結論論 
本研究では，中学校理科において「4パーミル・

イニシアチブ」を導入した授業を実践し，この

SSIに対する生徒の関与について検討した。生徒

の判断の推移を集計した結果，生徒の判断には

違いと揺らぎが確認された。また，生徒の理由か

ら帰納的にカテゴリーを作成した結果，「取組の

ハードル」「利益」「炭素貯留の仕組」「取組によ

る波及効果・影響」「効果検証に関する情報発信」

の 5つが作成された。「炭素貯留の仕組」という

 

図 各時点における判断ごとの合計人数

 
表 各時点のカテゴリーの出現数

 
事前 事中 事後 

合計 
小計 小計 小計 

取組のハードル 16 7 8 31 
利益 17 19 23 59 

炭素貯留の仕組 10 12 24 46 
取組による波及効果・影響 5 11 10 26 
効果検証に関する情報発信 1 7 15 23 

 
表 一人当たりのカテゴリーの個数

 事前 事中 事後 

総数 49 56 80 

一人当たりの個数 1.4 1.6 2.3 

 
表 カテゴリーの個数ごとの人数

カテゴリーの個数 事前 事中 事後 
1個 22 18 11 
2個 12 13 7 
3個 1 4 13 
4個 0 0 4 
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理科に関するカテゴリーが作成された。また，

「取組による波及効果・影響」のカテゴリーに一

部理科に関わる内容が含まれていた。以上のこ

とから，「4 パーミル・イニシアチブ」を題材と

した授業が SSI を導入した理科授業として成り

立ったと結論づけた。 
また，本実践においては，最終的に「保留」や

「不参加」と判断する生徒が多い傾向にあった。

その要因として「炭素貯留の仕組」や「効果検証

に関する情報発信」に注目するようになったこ

とが考えられる。生徒ごとにカテゴリー数を集

計した結果，時点を追うごとにカテゴリー数は

増加する傾向にあった。生徒の判断は，事前の時

点では視点が限定されていたが，探索や情報交

換を通じて多数の視点を基に判断を下すように

なったと考えられる。 
生徒の判断には違いや揺らぎが見られたこと

は，生徒にとって，一つの事例に対しても個々の

価値観の相違や不安定さがあるということを経

験する機会になったと考えられる。また，質の異

なる 5 つのカテゴリーが作成されたことは，生

徒にとって，学級という一つの集団の中でも視

点の持ち方は一つではないことを理解したり，

多様な視点をもつ契機となったりしたことを示

唆する。生徒ごとの理由の記述には，事後におい

て一人あたりのカテゴリーの個数が最大となっ

ていたことから，時点を追うごとに多数の視点

をもって判断を行っていたことを確認すること

ができた。 
最後に，今後の課題を示す。1 点目に，本実践

では教師による介入を最小限に留めた。とりわ

け，生徒の判断を方向付けるような働きかけは

行わなかった。生徒たちの多くは最終的には不

参加と表明したり，判断を保留したりする傾向

にあったが，その判断が妥当であるのかどうか

について，今後検討していく必要がある。その際

に考えられるのは，直接的に判断を方向付ける

のではなく，新たな視点を提示することである。

本分析によって導出されたのは 5 つのカテゴリ

ーであったが，この 5 つに限定されない視点を

提示することが授業改善の方向性として考えら

れる。この点が 2 点目の課題である。加えて，本

研究では，カテゴリーの質の検討には至ってい

ない。各カテゴリーの内容の妥当性を問うこと

を，3 点目の課題とする。以上 3 点が，本研究に

よって導出された今後の課題である。 
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